11年４・１宣伝スポット原稿サンプル（自由にアレンジをして下さい）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 消費税廃止各界連絡会
ご通行中の皆さん、消費税の増税に反対している消費税廃止各界連絡会です。本日４月１日は、消費税が実施されて23年目になります。いま街頭で、23年目にはいった消費税の増税反対署名のお願い、あわせて東日本大震災で被災された皆さんへの支援を訴えています。是非、チラシを手にとり、足をとめて署名にもご協力いただきますようにお願い致します。
　みなさん、３月11日に発生した東日本大震災は、巨大地震と、それにともなう大津波によって、その被害は、まさに甚大なものになっています。また、福島の原子力発電所では、高濃度の放射能が飛散するという重大な２次被害も広がっています。
　消費税廃止各界連絡会は、この震災で犠牲になられた方々に対し、つつしんで哀悼の意を表するとともに、被災者の皆さまに心からのお見舞いを申し上げます。

　私ども、各界連に参加する各団体は、被災地域とも連携をして、その支援に全力をあげています。被災者支援、震災復興に向け、全国から共に支援を強めようではありませんか。

　さて、みなさん、菅内閣の与謝野財政担当大臣は、震災などの影響があっても、予定通り６月には消費税増税案を示す旨を改めて強調しました。
しかし、菅首相は、財政危機だというのに、財界の要望に沿って、法人税を５％引き下げて、税収に１兆５０００億円もの大穴をあけています。また、大資産家向けには証券優遇税制の２年間延長をきめました。しかも、社会保障のためだと声だかに主張していますが、医療も介護も年金も、待ち構えているのは負担増ばかりです。

　社会保障を削り、大企業や大資産家には減税、そのツケを消費税増税で庶民にまわすなど、とんでもありません。
国民の暮らしと地域経済は厳しさを増しています。とりわけ、多大な被害を受けた東日本では、地域経済が大打撃を被っており、その復興には多くの困難が予想されます。
消費税の増税は、今回の震災支援と被災地域の復興にも逆行するものです。消費税は、被災者にも容赦なくのしかかる苛酷な税金であり、震災復興を口実にした大増税の国民への押し付けは絶対に許されません。また、日本経済が停滞しているなかでの増税は、すべての国民の暮らしを未曾有の危機に陥れます。
日本には、震災復興や財政再建、社会保障拡充のための財源は十分あります。大企業・大資産家へのゆきすぎた減税をただし、米軍への「思いやり予算」など、軍事費や政党助成金をはじめとした無駄にメスを入れれば数兆円から10兆円規模の財源がうまれます。
とりわけ、震災復興のために、税金の使い道を改善し、予算の優先順位をかえることが求められています。たとえば、米軍への思いやり予算を、被災対策に投入するなど、米軍にではなく、被災地・被災住民への思いやりこそ求められています。
さらにトヨタをはじめとした大企業には、リストラや中小企業の下請イジメで、経営者でさえ「使う場所がない」というほど潤沢な手元資金が溜め込まれています。ほんの一部を賃上げや中小企業への単価引き上げなどに還元すれば、日本経済を回復軌道に乗せ、税収増にもつなげることができます。また、大企業の社会的責任として、内部留保の１％でもとり崩して、被災者救援に充てることこそ求められているのではないでしょうか。
　みなさん、今回の震災対策を強める上でも、税金の使い道を改善することが重要になっています。そのことが消費税に頼ることなく、社会保障を充実させ、財政再建を確立することにもつながります。消費税の増税阻止と東日本の被災者救援にともに力を尽くそうではありませんか。
